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1985年メキシコ地震による災害の復旧に協力するために同年10月より5週間

メキシコ市に滞在した筆者の体験に基づき建築物の被害を主に報告する.

1. ま え が さ

1985年9月19日メキシコ合衆国の太平洋沿岸で生じ

たマグニチュード8クラスの地震により多くの被害が生

じた.震源に近いラサロカルデナス市などに被害が多か

ったことは,地震の規模からみれば,十分理解しうるも

のであったが,震源から約 350km も離れたメキシコ市

において地震動が異常に増幅され,数百棟の近代建築が

崩壊,または大破し,多数の死者を出したことは,震害

としては極めて特殊な例と言って良いであろう｡地震直

後より,各国から救援隊,調査団,協力団などが多数派

遺されたが,筆者も10月19日より5週間,日本政府の

技術協力団の-貞として,メキシコ市に滞在した.この

協力団は,メキシコ地震復旧協力専門家チームと称し,

メキシコ連邦区政府 (DepartamentodelDistritoFed-

eral,略称 DDF)の要請により,外務省が国際協力事業

団 (JICA)を通じて派遣したもので,建設省関係 10名,

大学関係 4名,地方行政庁 2名,民間建設会社関係 6名,

計 22名で,筆者は学術顧問の立場で参加した｡目的は,

チームの名称のとおり,地震災害復旧に協力することで,

具体的には,被害を受けた建物の被害度の判定および,

補修 ･補強に関する基準案を提案することであった.

メキシコ市は,16世紀ごろより干拓された湖の跡に発

展したもので,中心部の地盤は極めて軟弱である.この

ため,建築物の基礎の設計には,非常に注意しなければ

ならない地域であると同時に,遠方に生じる大規模地震

時に地震動が異常に増幅される特殊地域であることが過

去の地震記録より知られているため,それに対する耐震

設計はなされていた.しかしながら,今回メキシコ市で

記録された地震動は,過去に記録された地震動をもとに

想定されていた設計用地震動の3倍以上の強さであっ

た｡これが,大災害を生じせしめた最大の原因であるが,
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被害建築物を注意深く観察すれば,耐震設計上学ぶべき

点も多い.筆者の現地での体験に基づき,メキシコ市に

おける建築物の被害に主眼をおいてメキシコ地震を報告

したい｡

2.地震と地震動の性質

メキシコ合衆国は,わが国と同様,環太平洋地震帯に

属し,古来太平洋沿岸に震源を持つ大地震を多く経験し

ている(図1,2).図2に記入したように今回の地震の震

央も太平洋岸のラサロカルデナス市付近であった｡図中

E]は地震直後にメキシコ自治大学工学研究所 (1nstituto

垂 旦ngenieria,UNAM)より発表された震央位置で,回

はその後 些ational些arthquake呈nformation旦ervice

により修正されたものである.地震の諸元も図中に記入

されている.地表における強震観測結果の一部は,極め

て迅速にメキシコ自治大学より発表された2～6)｡文献 6)

によれば,震央に極めて近い Zacaturaで記録された最

大加速度は NS271gal,EW 182gal,UD145galであ

った.応答加速度スペクトルは,図3に示すようT=~短周

期の卓越したもので,減衰5%における最大応答加速度

は約 1gであった.

先に述べたように,震央距離約 350kmのメキシコ市

に多大の被害が生じたのが,今回の地震被害の大きな特

徴であった｡メキシコ市の中心部は干拓地に発展したも

ので,その後住宅地として開発された周辺の旧湖岸地域

が硬質地盤 (溶岩)であるのに対して,市の中心部の地

盤は含水比 300%にも及ぶ極めて軟弱なものである.し

たがって,メキシコ市における地震動の性質は地盤の性

質に強く依存する.今回メキシコ市内8点において強震

記録が得られている.図4にはメキシコ自治大学の観測

点8点と,それぞれの地域 (5ヶ所)で記録された水平最

大加速度,最大速度,最大変位を示した.同大学のキャ

ンパスには観測点 1,2,3で示した3台の強震計が設置
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Zacatura記録の応答加速度スペクトル(NS)の

図5 メ キシコ市における軟弱層の深さ。(単位 :m)

されていたが,図 4に記入した値はそれらの内最大のも

のである。観測点5,6に ついても同様に最大値のみ示し

ている。図4には,地 盤の硬,軟 ,中 間の3種の区分も

示してあるが,メ キシヨ市内の軟弱層の深度を示した図

5も参照すると地動と地盤との相関が極めて顕著である

ことがわかる。硬質地盤の旧湖岸地域では最大加速度が

30～40 galであるのに対して,たとえば,観測点8よ りわ

ずか5km程 度 しか離れていない観測点4で は168

gal,方向補正を行つた主軸方向の成分では196 galが記

録されている。 また,図 6には観預I点4の記録の応答加

速度スペクトルを示したが,約 25∞ cに ピークを持つ
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図4 メ キシコ市における強震計記録最大値

(文献 12)の 図に数値を記入したもの)
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図6 メ キシヨ市における強震計記録応答カロ速度スペクトル・

極めて特異な性質である。

3.メ キシコにおける耐震設計

メキシコにおいては,耐 震設計規準は各行政単位ごと

に定められており, このほか,学 校あるいは発電所など

の用途別に全国レベルでの規準がある。しかしながら,

個々の規準をみると,実 質的内容はかなり全国的に統一

されており,米 国の事情と極めて良く似たシステムであ

る。

設計用せん断力係数の定めかたについて簡単に紹介す

ると以下のとおりである。

図 3
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図 7 メ キシコ合衆国地震危険度区分図°

表 1 メ キシヨ合衆国学校建築用地震係数 Cの 最大値

(CAPFCE 1980)

原則 として,ベ ースシア係数 Cは ,応 答震度 (応答加

速度/重 力加速度)に対応する地震係数 Cを , じん性係

数 ので除して

ε=α 0

で与えられている。この Cの 値はわが国における耐震診

断基準での耐震指標 E。あるいは,建 築基準法施行令の

第 2次設計用標準せん断力係数 C。(=10)と 同じ概念で

ある。

この地震係数 Cは ,地震危険度,構造種別,地盤条件,

建物重要度などを考慮して定められる。

たとえば,学 校建築委員会 (CAPFSE)の 定めた学校

建築の耐震規準
つによれば,まず,図 7に示したように全

国をA,B,C,Dの 4つ の Zoneに 大別し,そ れぞれに

ついて Cの 最大値が表 1に示すように定められており,

Dゾ ーンの値が最も大きい。 これは,図 2に示した地震

4
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表2 1977年 規準による一般建築用地震係数 ε"

①

②

③

0くT <η :α=α。十≦
与¥生

r

T l《T《 7Ъ:α= `

T>■:ク=ο(÷)′

言E号 ク。: T = 0の ときの Cの値

C:地 震係数 C

′:式③の係数

T:建 物の固有周期(sec)

Tl,■ :地震係数を変化させる点の周期

⌒ 暴

日 ヽ

ヽ 択

l ●奎
ヽく

薫 彎
迷 壼
黎 契
製 稿

0.4

0.2

1 0     2 . 0     3 0     4 0     5 . 0

建物の固有同期 『 (SEC)

図 8 メ キシコ市耐震規準 (1977)および,緊 急規準 (1985)

による一般建築用地震係数 Cの 値

危険度を考慮したものと考えられる注ヽ

メキシヨ市においては,今 回の地震被害を考慮して,

地震発生 lヶ月後の 10月 18日に大統領名で緊急耐震規

準が公布され°
,耐 震設計のレベルが一挙に2倍 以上に

引き上げられたが,1977年に定められたこれまでの地震

係数 Cは 次のように定められていた。

表 2は,全 国レベルで一般建築用に提案されたもので

注)文 献 ⊃ によれば,こ のZoning Mapは 発電所の耐震設

計用に提案されたものとのことである。

地域区分 地盤種別 C 71 乃

A

I

II

II

0 08

0 12

0.16

0.03

0.045

0.06

0 30

0.55

0.75

0 . 8

2 . 0

3 3

1 / 2

2/3

1

B

I

II

III

0 16

0 20

0.24

0.03

0.045

0.06

0.30

0 50

0 80

0 8

2 0

3 3

C

I

II

II

0.24

0.30

0.36

0.05

0.08

0.10

0.25

0 45

0.60

0 67

1 6

2 . 9

D

I

II

ⅡI

0 48

0.56

0 64

0.09

0.14

0 18

0.15

0.30

0 45

0.55

1 . 4

2 7

1/2

2/3

1

注 :公共建築等には1.3倍

地域区分 地盤種別
C

一般用×重要度係数=学 校用

A

I

II

ⅡI

0.08×1.3=0.10

012× 1.3=0.16

016× 1.3=021

B

I

II

III

0.16×1.3=0

0.20×1.3=0

0.24×1.3=0

C

I

II

III

0.24×1.3=0.31

0.30×13=0.39

0.36×13=0.47

D

I

II

III

0.48×1.3=062

0.55×13=072

0.64×13=083

地盤種別 I:硬 質,Ⅱ :中間,II:軟 質

ZONE Ⅲ  1985

ZONE Ⅲ  1977
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3

メキシヨ市の軟弱地盤における地震記録の加速度応答

倍率スペクトルの包絡線
1●

表 3 1985年 緊急規準による地震係数 ε

(メキシコ市一般建築用)

あるが,メ キシヨ市の耐震規定は,こ の表のBゾ ーンの

値を用いることとなっていた。図8にはこれを図示した.

メキシヨ市における軟弱地盤での Cの 最大値は一般建

築の場合には0.24で,公共建築では,これに重要度係数

13を 乗じて031と なる。また,こ の値は建物の固有周

期により表 2に示したとおり変化させるが,他 の国の基

準に較べると,軟 弱地盤上の長周期建物に対して厳しい

点に特色がある。これは,た とえば図9に示した過去の

地震記録の特殊性を考慮して定められたものである。図

9の縦軸は加速度応答倍率,横 軸は建物の固有周期を表

した,い わゆるカロ速度応答倍率スペクトルで,1962年 5

月 11日,同年5月 19日および,1957年 7月 28日の地震

におけるメキシコ市での記録より作成されたものであ

る。図8の形状の地震係数 Cを 採用することの妥当性が

理解できる。また,C値 の最大値 024に ついては,過去

の地震時の最大カロ速度が50 gal(005g)程度であったこ

とより,これに応答倍率4～5を乗じて定められたものと

推定される.

今回の地震の特性は図6に も示したように,周 期待性

をみるかぎり過去に記録された地震記録と極めて類似の

もので,従 来の耐震規準の理念そのものは正しかったと

いえよう。しかしながら,今 回の地震においては軟弱地

盤上で約 200 galの最大加速度が観測され, これは過去

の地震に基づき想定した設計用地震動の3～4倍であっ

た。これが大惨事を生じた主要な原因であると言つてよ

い。これらの点を考慮して,緊 急耐震設計規準において

生 産 研 究

1 . 0    2 . 0    3 . 0    4 . 0    5 . 0

建物の固有周期 T(sec)

図10 設計用せん断力係数の比較 (鉄筋コンクリート)

は,地震係数 Cを 表 3に 示したように約 17倍 に引き上

げることとなった。また,従来 1～6の範囲であつたじん

性係数 0を 1～4に 低減し,重 要度係数を13か ら1.5

に引き上げ,さ らに,曲 げ ・圧縮を受ける鉄筋コンクリ

ー ト造柱の強度低減係数を0.85か ら05に 引き下げる

などの改正も同時になされたことを考慮すれば,実 質的

に3倍近い耐震設計レベルの引き上げがなされることに

なった。図 10は メキシコ市における旧基準,緊急規準の

地震係数および,日 本の規準の標準せん断力係数を軟弱

地盤の場合に限つて比較したものである。

4.メ キシヨ市における建築構造の特色

メキシヨ市中心部には,43階 建の LATINO・ AMER‐

ICANA始 め,数 棟の超高層建築を始めとして,中 。高

層の近代建築物が多く建設されている。構造形式をみる

と超高層建築は鉄骨造,中 。高層建築物のほとんどは鉄

筋コンクリー ト造である。一般住宅には3階建以下の組

積造も多い。学校校舎は4階建以下であるが,大 半は鉄

筋コンクリー ト造で,鉄 骨骨組に間仕切 りとしてレンガ

またはコンクリー トブロック造壁を用いたものもある。

現在,メ キシコにおいては学校校舎の標準化が行われ

つつあり,文献 7)に示した校舎の建築および,設備に関

する標準設計用の規準 。仕様書が学校建築委員会

(CAPFSE)よ り1980年に出されている。 これには,教

室の平面,仕 上げ,構 造,設 備,机 ・椅子その他の備品,

などの標準仕様が詳細に規定されている。文献 7)の一部

しか入手できていないので,不 詳の点もあるが, 1, 2

階建の構造に関しては,構造種別,階数ごとに材料強度,

部材寸法,配 筋まで標準化されている。 3階建以上につ

いては構造標準図は入手できていないが,最 近建設され
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図 11 平 板構造概念図"
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図12 メキシヨ市における基礎構造の例
1°

た 3,4階 建校舎の例では,平 面計画,構 造とも,2階 建

標準設計とほとんど同じであつたことから推測すれば,

別に 3,4階建についても標準設計図が存在する可能性が

ある。ただし,文 献 7)には,一 般的な耐震設計法も詳細

に述べられているので,これに従って 1,2階 建に準じて

個別に耐震設計を行つている可育旨性もある。

鉄筋コンクリート造については,通 常のフレーム構造

のほか,Losas Planasと呼ばれる平板構造が多い(図11

参照)。学校校舎の標準もこの構造形式が主である。耐震

壁は一般にあまり用いられておらず,問 仕切 り壁は,レ

ンガ,レ ンガブロック,コ ンクリー トブロックなどであ

る。地盤が軟弱なため,重 量軽減をはかる必要があるの

も理由の一つであろう。試算例では,校 舎の単位床面積

6

当りの重量はlt/m2以下であった。基礎は,ほ とんどの

建物が杭を用いている。軟弱層が厚いので,支 持杭の場

合には30m以 上の長さが必要である。このため,摩擦杭

も多く用いられている。また,地 下水位が高いので(lm
～15m)地 下室の浮力を利用した,い わゆるFloating

基礎と摩擦杭を併用する例が多い。このほか,不 同沈下

の調整を目的として,杭 頭部の高さの調整をしようとす

る Control Pileも試みられている (図12).

5.メ キシコ市における建築物の被害

先に述べた地震動の性質より想像できるように,メ キ

シヨ市における被害は地盤の軟弱な地域に集中してい

た。図13は,1957年 ,1979年 および,今 回の地震によ

り被害が多く生じた地域を示したものであるが,い ずれ

の地震においても市の中心部 10 km四方程度の狭い範

囲に被害が集中していることは興味深い。

被害ゾーンにおける震度階は日本の気象庁震度階でV
～Ⅵと推定されるが,わ ずか数km離 れた硬質地盤の周

辺では震度階III程度という,地 域により極端に差のある

被害であった。 したがって,自 宅で震度階Ш程度の地震

を感じて,中心部にあるOmceへ 出勤したところ建物が

崩壊していたので驚いたといった体験談も聞かされた。

被害統計に関しては,い まだ,なお確定されていないが,

1985年9月 25日の主都圏緊急事態委員会の公式発表で

は,死 者4,000人以上,負 傷者約 10,000人,被 災者約

33,000人以上となっているが,死者は,10,000人を超え

たであろうというのが一般の推定である。同じく,建 物

については,被害建物総数 1,132(連邦区の建物数に対し

て,0075%)全 壊および,取 り壊しを要するもの417(同

じく0.028%)となっているが,地震後 1週間の調査結果

であるから,実数は恐らくこれより多いものと思われる。

また,被 害が集中した地域だけに限れば,大破率は10%

を超える。

表4には文献 12)による構造,階 数,年代別の崩壊 。
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図13 メキシコ市において,建 物被害の集中した地域

(文献 12)の図に各地で観測された加速度の最大値を

記入したもの)

大破棟数を示しておく。鉄筋コンクリー ト造で 10階建以

下の被害が多いことおよび,フ ラットスラブ構造の被害

が多いのが特徴である。なお,鉄 骨造は,超 高層以外あ

まり多く用いられていないのが現状である。

鉄筋コンクリー ト造建物の被害パターンをみると,フ

ラットスラブ構造が完全に崩壊し,床 スラブのみが積み

重なって残つた,い わゆるパンケーキ状に崩壊した例が

まず目につく(写真 1)。学校校舎についても同様である

生 産 研 究  1 6 9

(写真2)。 この破壊が生じた原因としては,① 柱のせん

断あるいは曲げ。せん断破壊,② キャピタル部分でのス

ラブのパンチングシア破壊,③ キャピタル端での小梁の

破壊の3種が観察された(図11).柱のせん断あるいは曲

げ。せん断破壊は断面寸法不足,フ ープ量の不足が主た

る原因で,こ のほか,た ばね太径鉄筋の使用,ね じり鉄

筋の使用などが被害を助長したものと思われる。 コ ンク

リートの品質はさして悪いとは思えなかった。鉄筋コン

クリートラーメン構造で,梁崩壊の破壊形式もみられた。

極端な例では,梁 筋が切断されていた (写真3)。

学校校合については,メ キシコ市の学校 (小,中 ,専

門中)総 数2,614校の内何らかの地震の影響をうけたの

は,1,623校とのことで(メキシヨ市有力筋よりの情報),

9月 24日メキシコ市の発表によれば116棟が全壊ある

いは取り壊しを要するとされている。ただし,筆 者の印

象では,1,623校 の大半は軽微な被害 (写真4)で ,全 壊

あるいは取り壊しを要すとされた100棟余りの中には,

補修あるいは補強により再使用可能なものも含まれてい

るものと思われた。

しばしば述べたように,メ キシコ市の中心部の地盤は

極めて軟弱であるため,従 来,技 術者は,常 時あるいは

地震時の不同沈下対策には腐心してきた。今回の地震に

おいても,地 盤沈下による傾斜を生じたものも多数見ら

れた (写真5)。また,今 回の被害のもう一つの特徴は,

外壁などの非構造壁の被害であった(写真6)。耐震設計

規準では,構造骨組より剛性の高い非構造壁については,

構造骨組との縁切りを行うことが明記されてはいるが,

実際には詳細設計,あ るいは施工が困難なため,縁 切り

が不十分で非構造壁が破壊した例,あ るいは非構造壁に

より構造骨組が悪影響をうけた例も多く見られた。
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表 4 建 物の被害統計
:カ

構 造 種 別 被 生
ロ

建 設 年 度 階 数

合  計
(- 1957  57-76  1976 -→ く 5 6-10  11-15 >15

コンクリー トフレーム 崩壊および大破
35     59    13

9     19     7

107

36

鉄 骨 フ レ ー ム 崩壊および大破
9

1

平 板 構 造 崩壊および大破
3

5

35    12

20    11

組  積   造 崩壊および大破
7

2

4

3

1

0

1 0   2   0   0

4   1   0   0

12

5

の 他 崩壊および大破
1

6

1

2

0

0

0

0

2

8

合  計 崩壊および大破 101   134    27     3
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6.地 震後の対策

地震直後,メ キシコ市においては,首 都圏緊急事態委

員会を始めとする各組織により被害状況の把握,被 災者

の救出,保 護,被 災度の判定,応 急復旧などの復1日活動

が行われた。被災度の判定については,約 200人 (後に

約 400人に増大)の 技術者を指名し,各 建物の危険度の

判定を行い応急復旧に努めた。しかし,被 災建物の数が

多いため,作 業は容易ではなかった。メキシヨ市が,筆

者も加わったJICA技 術協カチームの派遣を日本政府に

要請した背景の一つもここにあった。筆者がメキシヨ市

に到着した10月 19日の時点で,約 6,000棟の被災度判

定が一応終つていたが,そ れらの内約 1,700棟について

は詳細な調査に基づく判定が要求されている段階であつ

た。JICAチ ームでは,日本ですでに開発されている被災

度の判定法および,補 修 。補強法を,メ キシコにおける

建築物に適用するためのスタディを行い,必 要な修正を

行つた後,適 用例をも含めてメキシヨ市に提案した。メ

キシヨ市ではこれを参考とし,新 たな規準を作成し,判

定 。補強を行うこととなっている。

また,す べに述べたように,耐 震設計規準については

緊急規準を公布し, これから新築するもの,工 事中のも

のおよび,今 回の被災建物で補修 ・補強を行い再使用す

るものすべてに適用することとした。このようなメキシ

ヨ政府,メ キシヨ市当局の対応,技 術者の協力および,

2.で 述べたようにメキシヨ自治大学を中心とした地震

記録の解析公表,な らびに被害状況の把握などが極めて

短期間に行われたことは評価されれるべきであろう。

7. あ  と  が  き

以上,メ キシヨ地震の概要についてまとめを行つた。

若干,主 観に過ぎる点もあろうかと思うが,他 の報告書

も参照のうえ,メ キシヨ地震および,そ の被害をご理解

いただければと考える。なお,現 地で収集した資料に基

づき,メ キシヨ市における建築物の耐震性についてさら

に詳細な解析を行つており,機 会を見て報告する予定で

ある。最後に,筆者の参加したJICA技 術協力団の派遣に

ご尽力いただいた外務省,建 設省,文 部省,国 際協力事

業団始め多くの機関,現 地でご協力いただいた在メキシ

コ日本大使館,在メキシヨJICA事 務所,メキシヨ市,メ

キシヨ自治大学,コ ンサルタントの関係各位,筆 者と行

生 産 研 究

動を共にし,ご 協力いただいた石川哲久建設省住宅局建

設専門官を団長とするJICAチ ームおよび,通訳・渉外の

労をとられたメキシコ在住の邦人諸氏に謝意を表 した

い ( 1 9 8 6年2月 3日受理)
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写真 1 パ ンケーキ破壊を生じた8階建の衣類工場

(鉄筋コンクリー ト平板構造)

写真 3 梁 崩壊形被害の例

(9階建銀行建物の 3階床梁,鉄 筋が切断)

写真 5 完 全に転倒した 11階建アパー ト
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写真 2 崩 壊した4階建学校校舎

(鉄筋コンクリー ト平板構造)

写真 4 無 被害の学校校舎

(標準設計校舎 1980年 代初期に建設された)

写真 6 レ ンガブロック非構造壁の被害

(4階建学校校合の内部)




